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ふげん・もんじゅ特集号巻頭言 
 

 

 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

  敦賀廃止措置実証部門 

理事 吉田 邦弘 

 
 

 

皆様には、新型転換炉原型炉「ふげん」並びに高速増殖原型炉「もんじゅ」における廃止措置事業に関し、

平素より多大なご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。双方の廃止措置を進める敦賀廃止措置実証部

門を代表し、この場をお借りしてご挨拶を申し上げます。 

 

敦賀廃止措置実証部門では、プロジェクト管理や安全・品質保証活動等を統括する「敦賀廃止措置実証本部」

と現場での廃止措置作業を担う「ふげん」及び「もんじゅ」が三位一体となって、これまで研究開発に供して

きた原型炉施設の廃止措置を進めています。「ふげん」と「もんじゅ」は、炉型や使用された冷却材、運転履歴

など異なる点は多いものの、同じ敦賀地区において廃止措置を並行して進めるという特徴を活かし、解体が先

行する「ふげん」の知見や成果を「もんじゅ」の廃止措置に反映し、安全の確保や効率的な廃止措置の推進に

努めています。 

また、廃止措置の推進に当たっては、地域との連携協力が重要であり、廃止措置への地域企業の参入を支援

する「スマートデコミッショニング実証施設」の活用や「ふげん」、「もんじゅ」の廃止措置現場での技術の実

証など、敦賀地区が原子炉施設の廃止措置の実証拠点となり、地元産業の発展に繋がるように、着実に事業を

推進していく所存です。 

近年、国内では役割を終えた商用軽水炉の廃止措置が本格化する段階に入っています。先行する「ふげん」

や今後の「もんじゅ」の廃止措置で得られた知見や成果については、それらを商用炉の廃止措置に活かしてい

ただけるよう、成果の集約や発信に努めるとともに、これらの取組みが次なる原子力利用への展開や国と地域

の発展に繋がるものと信じ、着実に事業を推進していく所存です。 

 

「ふげん」、「もんじゅ」の廃止措置には、国民の皆様や特に地元の皆様からの信頼が何よりも重要と認識し

ており、情報公開に努めつつ、安全最優先に双方の事業を進めてまいります。 

最後に、「ふげん・もんじゅ特集号」への掲載につきまして、貴誌のご高配を賜りましたことに感謝申し上げ

ますとともに、今後とも、皆様のご理解、ご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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ふげん・もんじゅ廃止措置特集号の発刊によせて 
  
  

 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

 敦賀廃止措置実証部門 敦賀廃止措置実証本部 

本部長＊ 安部 智之 

＊：執筆時 
 

 

新型転換炉原型炉「ふげん」並びに高速増殖原型炉「もんじゅ」における廃止措置事業に関し、平素より多

大なご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2016 年 12 月の「もんじゅ」の廃止措置移行の政府方針決定の後、2017 年 6 月に決定された国の「『もんじ

ゅ』の廃止措置に関する基本方針」において、原子力機構は敦賀地区において迅速かつ柔軟に意思決定を行い、

円滑に廃炉実証を進め得る体制を整備することとされ、2018 年 4 月に敦賀廃止措置実証本部と「ふげん」、「も

んじゅ」の両サイトよりなる敦賀廃止措置実証部門を設置しました。 

「ふげん」と「もんじゅ」は、原子炉型式だけでなく、歩んできた道も大きく異なります。「ふげん」は、25

年に及ぶ運転の後、5 年間の準備期間を経て、2008 年に廃止措置計画の認可を得、わが国の発電用原子炉の廃

止措置のフロントランナーとして歩んできました。一方「もんじゅ」は、運転再開に向けた取組途上に廃止措

置移行が決定され、ナトリウム中の燃料体を燃料池へ速やかに取出すことを規制委員会から求められながらの

廃止措置着手となりました。「もんじゅ」の廃止措置移行に当たり国の指導の下で整備された体制に「ふげん」

で培った廃止措置に関する経験、知見を加えることにより、新組織での「ふげん」、「もんじゅ」の一元的な廃

止措置推進と技術実証を目指してきました。 

「ふげん」については、認可された廃止措置計画にしたがい、重水の施設外搬出と重水等の系統に残留した

トリチウムの除去作業を完了した後、施設解体は原子炉本体周辺設備まで進み、解体発生物の区分保管、クリ

アランス確認についても計画通り進捗しています。使用済燃料については、搬出先として当初予定していた東

海再処理施設の廃止措置移行を受けて、海外での再処理に計画を変更し、実現に向けた準備を進めています。

今後は施設解体を進めつつ、使用済燃料搬出、解体発生物の廃棄体化、クリアランス確認物の有効利用等の新

たな展開に進みます。 

「もんじゅ」については、5 年計画の燃料体の取出し作業の最終年度を迎えました。燃料体取出し作業のう

ち、燃料体処理作業の初回キャンペーンにおいては、ナトリウム化合物の付着による機器動作不調を経験しま

したが、「もんじゅ」付属のナトリウム試験施設で系統的な試験を実施し、設備製作メーカ技術者を含めた検

討による対策で克服できました。2023 年度からの第 2 段階においては、しゃへい体取出しやナトリウム搬出に

必要な設備整備を完了した上で、系統設備から抜出したナトリウムを英国に搬出することとし、第 3 段階とし

て 2032 年度にナトリウム設備解体を本格的に開始できるよう、廃止措置全体計画の検討を進めています。 

「ふげん」、「もんじゅ」には、研究開発段階炉特有の技術課題があり、必要な技術開発、将来技術への反映、

成果発信を行うことが研究開発機関としてのミッションです。一方、原子力施設の運転と廃止措置では、求め

られるものが全く異なり、廃止措置を合理的に進めるにはカルチャーとマインドのチェンジが必要と言われて

います。米国でライセンス移転方式による原子力発電所の廃止措置の事業化が定着するなど、海外で目覚まし

い変革が進み、廃棄物処分、規制、実施体制等の状況が大きく異なる日本においても、国情に合致した廃止措

置の改革が求められます。研究開発機関としての役割と廃止措置を安全かつ合理的に完了するための改革の取

組を「ふげん」、「もんじゅ」の廃止措置を両輪とした「廃止措置実証」を進めてまいります。 
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ふげん及びもんじゅの廃止措置への取組みについて 

伊藤 健司、近藤 哲緒、中村 保之、松野 広樹、長沖 吉弘、佐久間 祐一 

 

Status of Decommissioning for Prototype ATR Fugen and FBR Monju 
Kenji Ito, Tetsuo Kondo, Yasuyuki Nakamura, Hiroki Matsuno, 

 

 Yoshihiro NAGAOKI, Yuuichi SAKUMA 

 

新型転換炉原型炉ふげんは2008年（平成20年）2月に、高速増殖原型炉もんじゅは2018年（平成30年）3

月に、それぞれ廃止措置計画の認可を受け廃止措置段階に移行した。これら2つの廃止措置を統括する組織

として、2018年（平成30年）4月に敦賀廃止措置実証本部を新設し、「集約化・重点化」「施設の安全確保」

「バックエンド対策」の三位一体で原型炉施設の廃止措置を安全かつ着実に進めている。 

本報告では、「ふげん」及び「もんじゅ」における廃止措置計画の概要及び廃止措置工事等の実施状況に

ついて紹介する。 

 

The prototype advanced thermal reactor Fugen entered into the decommissioning phases with the approval of the 

decommissioning plan in February 2008.  The prototype fast breeder reactor Monju entered into the 

decommissioning stage with the approval of the decommissioning plan in March 2018. 

In April 2018, the head office of Tsuruga decommissioning demonstration was newly established to oversee the 

decommissioning operations in Tsuruga area, and decommissioning projects for two unique reactors have 

progressed safely and steadily. under trinity concept of  ”Centralization and Focusing”, ”Safety and Security of 

facilities” and “Backend Measures”. 

The purpose of this document is to outline the Decommissioning plans and to introduce current progress. 

 

1. はじめに 

新型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」とい

う）は、我が国の国家プロジェクトとして自主開

発され、約25年に及ぶ運転実績とプルトニウムと

ウランの混合酸化物（MOX）燃料を利用して世界

的なプルトニウム利用実績を残すなど、新型炉開

発の先駆的役割を果たしてきた。1995年（平成7年）

8月の実証炉計画の中止決定を受けて、1998年（平

成10年）の新法人への改組にあたり、「ふげん」に

ついては新型転換炉開発の役割を終了し、その後

の残された運転期間の中でプルトニウム利用技術

やプラント管理技術などの技術開発成果の集大成

を行うとともに、運転停止後の廃止措置を円滑に

行うため、ふげん固有の廃止措置技術の開発、研

究等を実施する方針が示され、2003年（平成15年）

3月に運転を終了した。その後は、約5年の廃止措

置準備期間において廃止措置のための手続きや準

備を進め、2008年（平成20年）2月に国の新たな認

可制度に基づき、当時の原子力安全・保安院より

ふげん廃止措置計画の認可を受けた。廃止措置に

移行後は国内初の大型水炉の廃止措置として、安

全を最優先に、計画的かつ合理的な廃止措置とな

るよう、必要な技術開発を実施して進めていると

ころである。 

一方、高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじ

ゅ」という）は、「ふげん」と同様にMOX燃料を使

用したナトリウム（Na）冷却型高速増殖炉原型炉

であり、国産技術による国家プロジェクトとして

開発され、1985年（昭和60年）10月に建設を開始
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し、1994年（平成6年）4月に初臨界を達成した。

その後、性能試験段階における40％出力運転中の

1995年（平成7年）12月に、2次主冷却系のNa漏え

いが発生し運転を停止した。その原因究明や国レ

ベルでの開発議論を経て、改修工事を行い、2010

年（平成22年）5月には再稼働を果たした。 

2016年（平成28年）12月の原子力関係閣僚会議

において、「高速炉開発の方針」として高速炉開発

を継続するとしつつも、「もんじゅ」は新規制基準

対応等による再稼働までの時間や経済的見通しの

不透明さから廃止措置へ移行することが決定さ

れ、2018年（平成30年）3月に廃止措置計画が認可

された。この廃止措置計画に基づき、我が国で最

初のナトリウム冷却高速炉の廃止措置に取組むこ

ととなった。 

これにより、同年4月には機構として「ふげん」、

「もんじゅ」が一丸となって、安全確保を最優先

に廃止措置を着実に進めるため「敦賀廃止措置実

証本部」（Fig.1）を設け、「ふげん」及び「もんじ

ゅ」の廃止措置プロジェクトの全体計画や安全管

理を行うなど、敦賀地区の廃止措置業務を統括し、

「ふげん」及び「もんじゅ」の廃止措置を一体的

に進める組織として活動を開始した。 

以下では、「ふげん」及び「もんじゅ」の廃止措

置の取り組み状況を述べる。 

2. ふげん・もんじゅ廃止措置計画の概要 

2.1 ふげん、もんじゅの施設概要 

「ふげん」は、熱出力557 MW、電気出力165 MW

の重水減速沸騰軽水冷却型原子炉であり、プルト

ニウム及びウランを柔軟かつ効率的に燃料として

利用できる特徴を持つ原子炉として開発された。

プルトニウムリサイクルを基本とする発電プラン

トとしての技術的成立性を実証し、我が国のプル

トニウム利用の先駆的役割を果たした。 

減速材である重水はカランドリアタンク（レン

コン型の円柱状のタンク）に納められており、減

速材環境中に設置された圧力管の中の燃料が冷却

材である軽水を加熱し、蒸気を発生させ発電する。

減速材に重水を使用していること及び原子炉の構

造が圧力管型であることを除けば、沸騰水型原子

炉（BWR）と類似した系統設備を持つ原子炉施設

である。 

「もんじゅ」は、熱出力714 MW、電気出力280 

MWのナトリウム冷却高速中性子型原子炉であ

り、高速増殖炉の発電プラントとしての機能や大

型化への技術的可能性を確認するために開発され

た。MOX燃料（ウラン・プルトニウム混合酸化物

燃料）と周囲を取り囲むウラン238を主成分とする

ブランケット燃料によって炉心部が構成され、中

性子をブランケット燃料で吸収することにより、

核分裂性プルトニウム239を生成する。冷却材には

中性子を減速する作用が小さく熱伝導率の良いナ

トリウムを使用し、ナトリウムと水の接触による

化学反応で蒸気発生器伝熱管が破損した場合でも

影響が原子炉本体に及ばないよう1次ナトリウム

冷却系、2次ナトリウム冷却系、水・蒸気系から構

成される。系統構成は加圧水型原子炉（PWR）に

似ているが1次系、2次系にナトリウムを用いてい

る点が異なる。 

 

Fig.1 Tsuruga Decommissioning Project 

organization chart 

 

2.2 廃止措置の工程 

「ふげん」及び「もんじゅ」の廃止措置工程は、

大きく4段階に分け段階的に進める計画である。

「ふげん」「もんじゅ」の廃止措置計画の主要工程

をFig.2、Fig.3に示す。 

(1)ふげん 

(a) 重水・ヘリウム系等の汚染除去（第1段階） 

タービン系設備の解体撤去工事と重水の回収・

搬出及び原子炉本体を含む重水系・ヘリウム系等

のトリチウム除去工事を実施する（完了）。 

(b) 原子炉周辺設備解体撤去（第2段階） 

原子炉本体の解体撤去工事に干渉しないよう原

子炉本体周辺にある原子炉冷却系統施設等の解体

撤去を行う（実施中）。 

廃止措置推進室

事業管理部

安全・品質保証部

所⻑敦賀廃止措置実証本部⻑
廃止措置部

管理課安全・品質保証室

敦賀廃止措置実証本部 ふげん

安全・品質保証部

所⻑

廃止措置部

管理課

もんじゅ

使⽤済燃料プロジェクト
推進室
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(c) 原子炉本体解体撤去（第3段階） 

原子炉本体の解体撤去を行うとともに、全ての

設備・機器の解体と除染を行う。また管理区域を

解除する。 

(d) 建屋解体（第4段階） 

廃止措置対象施設をすべて解体する。 

 

(2)もんじゅ 

(a) 燃料体取出し（第1段階） 

原子炉に燃料がある状態で廃止措置へ移行した

ため、燃料体取出し作業を実施する（実施中）。 

(b) ナトリウム機器の解体準備（第2段階） 

水・蒸気系設備の解体撤去等を進めるとともに、

ナトリウム機器の解体に向けたナトリウムの搬出

等の準備を行う。 

(c) ナトリウム機器の解体撤去（第3段階） 

原子炉や1次ナトリウム冷却系、2次ナトリウム

冷却系、原子炉容器などの解体撤去を行うととも

に、全ての設備・機器の解体と除染を行う。また

管理区域を解除する。 

(d) 建物等解体撤去（第4段階） 

廃止措置対象施設をすべて解体する。

 

  

Fig.2 Fugen Decommissioning Process Fig.3 Monju Decommissioning Process 

 

3. 「ふげん」廃止措置の取組み 

3.1 「ふげん」廃止措置の特徴 

「ふげん」は、減速材として重水を、原子炉構

造に圧力管型を採用していることが特徴である。

一方、原子炉の冷却材には軽水炉と同様に軽水を

使用していることから、原子炉周辺設備を除く原

子炉冷却系、タービン設備等の構成は沸騰水型軽

水炉(BWR)と類似する。そのため、「ふげん」の廃

止措置は、原子炉本体と重水系設備の解体以外に

ついては軽水炉の廃止措置のために国内外で開発

された既存の技術を活用することが可能である。 

「ふげん」原子炉本体の概略断面図及び鳥瞰図

をFig.4に示す。「ふげん」の原子炉本体は、縦型円

筒状のステンレス鋼製のカランドリアタンク及び

炉心タンクの二重構造のタンクに、その上下を貫

通するジルカロイ製のカランドリア管が224本配

列されており、カランドリアタンク内部及びカラ

ンドリア管の外側に減速材である重水が満たされ

る構造となっている。 

それぞれのカランドリア管の内部には、ジルコ

ニウム-ニオブ合金製の圧力管が同心円状に配置

され、圧力管の内部に燃料集合体を装荷し冷却材

である軽水を循環させる。圧力管とカランドリア

管は二重管構造となっており、炉心部は多種の材

質の構造材で構成され複雑かつ狭隘な構造となっ

ている。これらの原子炉本体の構造物は、約25年

間の運転による中性子照射を受けて放射化してい

る。 

原子炉本体の解体にあたっては、構造材の放射

化及び酸化性に富むジルコニウム合金を使用して

いることに留意して、解体時の放射性粉じん等に

よる被ばくの低減及び火災防止を考慮し、Fig.5に

示すとおり原子炉本体上部に解体用プールを設

け、遠隔解体装置を設置して水中での解体撤去を

行う計画としている1)。 

また、切断工法については、動力試験炉（JPDR）

や海外での原子炉遠隔解体で実績がある従来の機

械工法に加え、炉心領域は切断ヘッドの小型化が

可能且つ、切断速度が速く、粉じん等の二次廃棄物

第１段階
燃料体取出し期間

第２段階
解体準備期間

第３段階
廃止措置期間Ⅰ

第４段階
廃止措置期間Ⅱ

年度 2018 ～ 2022 2023 ～ 2047

主
要
な
実
施
事
項

燃料体取出し作業

ナトリウム機器の
解体準備

ナトリウム機器の
解体撤去

水・蒸気系等発電設備の解体撤去

建物等解体撤去

汚染の分布に関する評価
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発生量の少ない水中レーザ切断工法を採用する2)。  

レーザ切断工法については、その実証作業を進

めており、水中かつ高線量下において解体作業が

可能な遠隔解体装置の設計を実施している。 

  

Fig.4 Fugen reactor core: Schematic view (left)/ Bird's-eye view (right) 

  

  

Fig.5 Outline of wet approach for remote dismantling of the reactor 

 

3.2 廃止措置の実施状況 

(1) 原子炉建屋内機器等の解体 

2017年度（平成29年度）までに、重水の回収及

び施設外への搬出、重水・ヘリウム系等のトリチ

ウム除去によって第1段階を終え、重水系統設備を

解体可能な状態とした。また、タービン発電機を

除くタービン建屋内機器の解体撤去等を完了し

た。現在、第3段階の原子炉本体の解体撤去に向け、

Fig.6に示す計画に基づき、第2段階より開始した原

子炉周辺設備の解体撤去を進めている。 

「ふげん」は、二つの独立した原子炉冷却ルー

プによって構成されており、2020年度（令和2年度）

までに大型機器を除くAループ側の機器・配管の

約400トンの解体撤去を完了した。Fig.7に解体撤去

状況を示す。 

現在、Aループ側の解体作業の経験を踏まえ、B

カランドリアタンク胴体
(ステンレス鋼)

防振板
(アルミニウム)

炉⼼タンク胴体
(ステンレス鋼)

圧⼒管(224体)
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(炭素鋼)

カランドリア管(224体)
(Zry‐2)
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(炭素鋼)

側部鉄⽔遮へい体
(炭素鋼)

下部延⻑管部(224体)
(ステンレス鋼)

カランドリアタンク上管板
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ループ側の機器・配管の約600トンの解体撤去作業

を実施しており、2022年度（令和4年度）には完了

する予定である。その後は、約1,000トンの蒸気ド

ラムや再循環ポンプ等の大型機器の解体撤去作業

を実施する計画である。

 

 

Fig.6 Dismantling plan of reactor peripheral equipment 

 

 

Fig.7 Current status : dismantling of reactor peripheral equipment 
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(2) 解体撤去物の物流について 

廃止措置作業における機器・設備の解体撤去に

あたっては、除染、解体作業のエリア確保、解体撤

去物の移動・一時保管が工事の安全性や工程に影

響する。このため、エリア確保を含めた物流管理が

非常に重要である。 

タービン建屋では、給水加熱器や復水器等の解

体撤去後のエリアを有効利用する計画とし、実際

に給水加熱器等を解体した跡地を解体撤去物の保

管場所とするとともに、除染装置、仕分け分別処理

装置等を設置し運用している。 

また、原子炉建屋では、見込み量で約2,000トン

以上の物量の周辺設備の解体撤去工事を安全かつ

効率的に進める必要がある。原子炉建屋内には、機

器・配管が複雑に配置され、狭隘な作業環境になる

ことから、汚染の拡散を防止するプラバッグ作業

を含めた十分な作業空間や解体撤去物の移送を効

率的に行うルートを確保するため、原子炉建屋内

で発生する解体撤去物を順次タービン建屋へ搬出

する新たなルートを確保した。Fig.8に示すとおり、

従来は屋外を経由して原子炉建屋で発生した解体

撤去物をタービン建屋へ搬送していたが、原子炉

建屋とタービン建屋の隔壁にシャッター付き貫通

口（高さ約4m、幅約3m、壁厚約4m）を設けるとと

もに、原子炉建屋内に垂直搬送機を設置し解体撤

去物の搬送の物流改善を図った。原子炉建屋とタ

ービン建屋間の貫通孔をFig.9に原子炉建屋の垂直

搬送機をFig.10に示す。 

これにより、工事を安全かつ効率的に進めると

ともに天候に左右されない解体撤去物の計画的な

搬出が可能となり、当初年間100トンと見込んでい

た搬出量が年間200トン以上にまで向上した。更に

2022年度（令和4年度）から開始する原子炉建屋内

の大型機器の解体撤去作業においても、解体撤去

物を現地で分割細断せず新設したルートを用いて

タービン建屋に一時搬出した上で細断、除染等の

処理を行うことが可能となり、作業員の被ばく低

減や広い作業空間において細断や除染が出来るよ

うになるなど、作業性と安全性を高めることが可

能となった。

 

Fig.8 Improvement of transfer route from reactor building to turbine building 

 

  

Fig.9 Transfer route newly developed by boring an 

opening through concrete wall 

Fig.10 Installation of Vertical conveyor 

 

 

 (幅約3m×高さ約4m、奥行き約4m）
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(3) 解体撤去物の除染、クリアランス測定 

解体撤去物の除染は、ウェットブラスト方式に

よる除染装置3)により実施しているが、狭隘部を含

む配管等の複雑形状の解体物では除染効率が低く

なることが確認されている。この様な複雑形状の

解体物をクリアランスレベル以下とするための除

染作業には相当の時間を要し、除染作業の実施時

間がクリアランス作業のボトルネックとなってい

た。2021年（令和3年）10月末には、短時間で除染

できる平板部だけでなく、これまで時間をかけて

除染せざるを得なかった狭隘部やデッドスポット

を集中して除染できる装置（Fig.11）を開発・導入

し、同一作業時間内で対象物全体の除染係数を高

めることができた。 

クリアランス測定に関し、廃止措置計画では、

弁、配管、機器等の解体撤去物のうち約4,190トン

の解体撤去物が除染によってクリアランス対象物

になると試算している。このうちタービン系の主

要機器・配管の解体作業において発生する約1,100

トンの解体撤去物(金属)については、原子炉等規

制法に基づき「国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構新型転換炉原型炉ふげんにおいて用いた

資材等に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定

及び評価方法の認可について」（以下、「クリアラ

ンス認可」という。）の申請を2015年（平成27年）

2月に原子力規制委員会へ行い、評価対象核種選定

の妥当性や放射能濃度測定の保守性等に係る技術

的課題を解決し、2018年（平成30年）8月にクリア

ランス認可を受けた。また、同年12月より認可を

受けた測定及び評価方法に基づき、解体物の放射

能測定及び評価（以下、「クリアランス測定」とい

う）の運用を開始し、2022年（令和4年）1月現在、

約400トンのクリアランス測定を行い、このうち約

300トンについては、原子力規制委員会より、解体

物の放射能濃度がクリアランスレベル以下にある

ことの確認を受け、管理区域外の倉庫に保管して

いる。（Fig.12）

 

  

Fig.11 Decontamination system for complex 

dismantled parts 

 

Fig.12 Storage of dismantled waste after  

Clearance measurement 

 

 

3.3 原子炉本体解体に係る技術開発 

(1) 遠隔試料採取技術の開発 

原子炉本体の各構造材の放射能インベントリ

は、中性子輸送計算コード及び放射化計算コード

等により評価を行っているが、原子炉の解体に当

たっては、放射性廃棄物の処理・処分費用の低減

のために原子炉内における放射能レベル区分の境

界をあらかじめ明確にし、原子炉本体の解体計画

に反映していくことが重要である。 

このため、計算コードによる放射能インベント

リの計算結果の妥当性の確認や評価精度向上を目

的とし、炉内構造物から試料を採取し、放射化学

分析を実施している。Fig.13に炉内構造物からの試

料採取箇所を示す。 

圧力管からの試料採取にあたっては、遠隔の炉

内試料採取装置4)により、原子炉下部から炉心にア

クセスし、炉心の中央側と外周側の任意の圧力管

チャンネルより、その上端部、中心部、下端部の

3箇所ずつ計6箇所の試料を採取した。 
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Fig.13 Sampling points in the reactor 

（Samples already taken or planned） 

採取した試料の放射化分析等を行い、計算コー

ドによる計算結果(推定値)と比較した。このうち、

代表的な核種であるCo-60とNb-94の比較結果を

Fig.14に示す。上記核種を含む多くの核種で計算値

と分析値は、一般的に計算精度が低いと言われる

燃料の存在する領域の境界付近においても概ね一

致しており、計算結果が妥当であることを確認で

きた。また、計算コードの評価精度も十分である

と評価した。 

また、同装置を用い、原子炉側部から炉内にア

クセスし、炉内構造物のうち最も比放射能の高い

炉心タンクから試料を採取した。現在、放射化分

析に向けて準備を進めている。

 

 

Fig.14 Comparison of calculated and measured radioactivity levels in samples 

 

 

(2) レーザ切断装置の技術開発 

「ふげん」の炉心領域が管群で構成される複雑

かつ狭隘な構造である特徴を踏まえ、圧力管等の

切断については、切断ヘッドの小型化が可能且つ、

切断速度が速く、粉じん等の二次廃棄物発生量の

少ないレーザ切断工法を主幹工法として採用し

た。これまでレーザ切断工法は、国内外の原子炉

施設の廃止措置に適用された実績がないことか

ら、原子炉の水中解体に適用する前に気中雰囲気

において、原子炉周辺設備の隔離冷却系の実機配

管等の解体作業に適用し、安全性等の確認を実施

した。この実績を踏まえ、福井県敦賀市内に整備

した「ふくいスマートデコミッショニング技術実

証拠点」の廃止措置モックアップ試験フィールド

に設置した実規模大の円筒型プール（外径約

4.5m、高さ約10.5m）を用い、原子炉水中解体モッ

クアップ試験を実施している。Fig.15に廃止措置モ

ックアップ試験フィールドの概念図を示す。Fig.16

には、原子炉水中解体モックアップ試験の状況を

示す。 

原子炉水中解体モックアップ試験は、「ふげん」

の特有材である圧力管等を試験試料として用い、

解体時の水深を模擬し、7軸のマニピュレータに小

型レーザ切断ヘッドを取り付け、切断条件の最適

化や切断時に発生する粉じんの気中・水中への移

行率や粒径分布等のデータを取得し、今後の実機

設計・製作に反映する計画である。 
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Fig.15 Outline of Mockup test field  

 

Fig.16 Wet dismantling of the reactor under  

Mockup test 

 

3.4 廃止措置中の設備維持管理5) 

(1) 基本的な考え方 

廃止措置中の維持管理は、原子力安全委員会指

針「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考

え方」に適合するように実施してきており、原子

炉の機能を停止した後にも、施設内には有意な量

の放射性物質が残存しているため、解体中も周辺

環境に影響を与えないよう漏えい防止及び拡散防

止などの「閉じ込め」機能を有する設備や公衆及

び作業員の被ばく抑制又は低減のために必要な放

射線管理に係る設備、また、作業で発生する廃棄

物を適切に廃棄、処理するための設備等に対し、

原子力安全の確保のために、必要な期間、所要の

性能を維持管理することが重要である。 

さらに、ふげんでは廃止措置移行後も使用済燃

料が施設内に貯蔵されることから、安全に貯蔵す

るための（主に「冷やす」機能を有するための）

設備に対して継続的な維持管理を実施している。 

なお、運転中からの供用設備の継続的な使用に

あたり、高経年化への対応を図りつつ、合理的な

維持管理に努めている。 

一方、廃止措置に係る工事を安全・確実に実施

するために必要となる解体撤去や廃棄物処理に係

る装置の導入においては、各々に必要な機能を有

する安全確保対策を講じ、適切な維持管理を行っ

ている。 

 

(2) 廃止措置計画認可後の設備維持 

廃止措置中の維持する設備は、その機能、性能

を適切に維持するため、先に述べた「原子炉施設

の解体に係る安全確保の基本的な考え方」等に基

づき、各設備に要求される機能、性能を維持する

こととし、廃止措置計画申請書の添付書類6である

「廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設

及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書」に記載している。 

廃止措置中に維持する主要設備を以下に示す。 

① 放射性物質を内包する系統及び機器を収納

する建屋及び構築物 

  原子炉建屋、原子炉補助建屋、タービン建

屋、燃料貯蔵プール建屋等 

② 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

  燃料移送装置、キャスク取扱装置、使用済

燃料貯蔵設備、プール水冷却浄化系、余熱除

去系等 

③ 放射性廃棄物の廃棄施設 

  液体廃棄物処理設備、固体廃棄物処理設備

等 

④ 放射線管理施設 

  放射線監視装置、主排気筒モニタ、放水槽

モニタ、気象観測設備等 

⑤ 換気設備 

  原子炉補助建屋換気系、廃棄物処理室換気

系、燃料貯蔵プール建屋換気系等 

⑥ 電源設備 

  受電系統、ディーゼル発電機、直流電源等 

⑦ その他安全保安上必要な設備 

  消火設備、原子炉補機冷却系、圧縮空気設

備、クレーン設備等 

一方、廃止措置中の保守管理は、保安規定にお
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いて、廃止措置計画にその性能を維持すべき原子

炉施設の保全のために行う保守管理（点検、補修、

取替え、改造その他必要な措置）の実施にあたり、

「原子力発電所の保守管理規程（ JEAC4209-

2003）」に従うこととし、保守管理計画を定めてい

る。また、廃止措置計画及び保安規定に基づいて

保全プログラム及び保守管理業務を実施するた

め、保守管理要領を策定し点検計画を定め、各機

器の重要度（①安全上重要な設備、②安全機能を

要求する設備、③安全機能を要求しない設備）に

応じ、適切な保全方式（①時間計画保全、②状態

監視保全、③事後保全）を定めている。 

 

(3) 廃止措置計画認可後の施設定期検査 

研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関

する規則第44条第2項において、廃止措置の対象と

なる発電用原子炉施設は、直近の施設定期検査が

終了した日以降9月を超えない時期までに次の施

設定期検査を受検することが定められている。そ

の対象施設は、同規則第41条第2項において、①「核

燃料物質の取扱設備及び貯蔵施設」、②「放射性廃

棄物の廃棄施設」、③「放射線管理施設」、④「非

常用電源設備のうち、核燃料物質の取扱い又は貯

蔵に係るもの」である。なお、検査項目は、運転

中は102項目あったが検査項目を整理し、現在は、

使用済燃料の取扱及び貯蔵に係る施設について17

項目（13検査）の検査を受検している。Fig.17に、

第31回施設定期検査（2018年度（平成30年度））に

おける検査項目の実績を示す。

 

 

Fig.17 The 31st facility regular inspection (Fiscal year 2018)  
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(4) 保守管理の合理化策 

保守管理に関し、ふげんではこれまでに幾つか

の合理化を実施してきている。 

① 長期点検計画の見直し 

廃止措置計画認可後の第21回定期検査以降の長

期点検計画について、保守管理要領に記載されて

いる機器類を対象として点検頻度の見直しを実施

した。Fig.18に長期点検計画頻度見直しのフローを

示す。 

点検頻度の見直しにおいては、原子力規格委員

会が扱う電気技術規程（JEAC）の要求事項、設備

の運用状況を反映し、改訂前の長期点検計画の頻

度と整合を取りつつ、以下の項目を考慮し延長が

可能な設備に対しては、適切な点検頻度に延長し

た。 

なお、保守管理要領に記載していない機器類の

点検頻度については、従来どおり設備保全課長が

その都度定めることとした。 

a. 適用法令、適用規定及び適用規格 

廃止措置計画認可申請書の認可後、新たに適用

された法令、規定・規格があれば、これらに基づ

く頻度とする。 

b. 運転成績や故障実績、トラブル経験などの運転

実績 

これまでの点検で異常がなかった機器について

は、運転時間、処理量、設備の重要度を踏まえ、

可能なものについては分解点検及び開放点検頻度

を適切な頻度に延長する。ただし、故障実績に基

づくデータ分析の結果、故障の発生が多く点検頻

度を見直す必要があるとされるものは、その内容

を反映する。 

また、過去のトラブル（不具合）の是正処置、

予防処置として点検頻度を定めているものは、現

行の頻度とする。 

c. 使用環境や設置環境 

原子炉運転終了後の設備の使用環境や設置環境

について、運転中と比べ緩和されるものがあれば、

これを考慮する。 

d. 劣化・故障モード 

故障のデータ分析の結果、劣化・故障モードの

観点から点検頻度を見直す必要があるとされるも

のは、反映させる。 

e. 各種知見等 

その他最新知見が得られたものは、これを考慮

する。 

f. その他 

同じ系統において、同じ機能が2基ある機器（ポ

ンプ及びファン等）は、1基が不具合となっても片

方の機器により系統機能を維持することが可能で

あることから、これを考慮した点検頻度とする。

設備例を以下に示す。 

・放射性液体廃棄物処理設備（蒸発濃縮器） 

 点検周期 約3年→4年 

・復水移送ポンプ 

 点検周期 約5年→8年 等 

 

 

 

Fig.18 Review flow of inspection frequency of long-term inspection plan 
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② 一般点検の直営化 

一般点検作業の実施にあたっては、①で述べた

長期点検計画の見直しに基づき、設備維持費の削

減を図る目的も含めた設備点検を実施することと

し、外注で行ってきた外観点検や計器校正等を職

員自らが行う（直営化）こととした。 

これにより点検作業のための要領書の整備など

一時的に負荷が増えることになったが、職員の保

守技術の向上と設備維持費の削減を図った。設備

例を以下に示す。 

・プール水冷却浄化設備、廃棄物処理設備、等 

③ 維持する系統の見直し 

廃止措置計画認可申請書の認可後、維持する系

統については見直しを行い、複数号機ある系統は

1系統のみを維持することとし、施設定期検査対象

設備の削減を図った。設備例を以下に示す。 

・原子炉補機冷却系、非常用ディーゼル発電機 

④ 放射線管理に係る計測機器点検の直営化 

これまで外注していた計測器校正用照射装置の

点検を直営化し、職員の保守技術の向上と設備維

持費の削減を図った。設備例を以下に示す。 

・放射線管理用監視装置、等 

 

(5) 設備維持管理の仕組みの改善 

ふげんでは、廃止措置作業を通して、いくつか

のトラブルを経験してきている。その原因は、人

的要因、設備上の問題、管理上の問題であり、各々

に対し、安全上の対策を施した。その中でも、特

に、管理区域での装置からの重水漏えいに係るト

ラブルを受け、供用終了後の設備管理を確実にす

るため、仕組みの改善を行った。 

具体的な内容として、Fig.19に設備区分等の改善

について、Fig.20に供用終了措置に係るフローを示

す。 

ふげんの設備は供用から解体へ移行する段階に

おいて、［供用中設備］（性能・機能を維持する設

備）、［休止保管設備］（［供用設備］のうち当該設

備の性能・機能の維持が必要となるまでの間、そ

の性能・機能を休止する設備）、［供用終了設備］

（所要の措置を講じたことにより解体工事等の着

手が可能となる設備）に区分されていたが、重水

漏えいに係るトラブルにより次の改善を行った。 

供用を終了させるための措置を完全に終え、解

体工事の着手が可能となるまでの期間は、当該設

備への注意を十分に払うことを目的とし、新たに

【供用終了措置中設備】と【解体設備】の区分を

導入した。 

また、QMS図書「設備運用管理要領」において、

［供用終了設備］に対し「所要の措置を講じたこ

と」により「解体工事等の着手が可能」としてい

たものを、【供用終了措置中設備】に対し『供用終

了措置の作業』を完了したものについては【解体

設備】とするとして定義を明確にした。 

さらに、【供用終了措置中設備】に対し、漏えい

防止及び拡散防止の機能が維持されていることを

確認するため、『供用終了措置中設備の点検』を実

施することとした。 

【供用終了措置中設備】： 

供用を終了した設備のうち、系統内に放射性

気体及び放射性液体等が残存する場合、残存箇

所及び残存量を把握し、解体工事着手までに、

供用終了措置の作業を完了する設備。 

【供用終了措置の作業】（Fig.21）： 

①系統の隔離及び密封、②機器の動力電源隔

離、③機器の制御電源隔離、④機器の制御用空

気の隔離、⑤冷却水の通水停止、⑥機器及び配

管の放射性気体及び放射性液体等の抜出または

回収、⑦機器の警報消灯 

【供用終了措置中設備の点検】： 

・点検項目：一般点検 

・点検頻度：1年に1回 

・点検の内容：系統内に放射性気体及び放射性

液体等が残存し、要求される機能を維持する

必要のある箇所について、設備の使用環境、

使用材料等を考慮し一般点検のうち、該当す

る点検項目を実施。 

・点検を行う期間：供用終了措置が完了するま

で 

【一般点検項目】： 

・機器配管等を分解しない状態で外観点検し、

かき傷、打痕、クラック等の異常の有無を確

認。 

・漏えい防止又は拡散防止のために計測装置に

よって監視している場合は、計測装置の点検・

校正及び設定値確認を行い、適正に計測でき

ることを確認。 
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Fig.19 Improvement of equipment classification 

 

 

 

 

Fig.20 Flow of in-service termination measures 
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Fig.21 Work of in-service termination measures 

 

 

(6) 維持設備の小型化 

主に廃止措置で使用するユーティリティ設備に

ついては、運転段階と比較して使用容量や負荷等

が少ないことから、小型化など設備のリプレース

等を実施するとともに維持費等の削減を図ってい

る。以下に、小型化した主な維持設備を示す。 

① 補助ボイラ設備 

運転中は、蒸気タービンのグランド蒸気確保の

ため大量の蒸気が必要であったが、運転停止後は、

主に廃液処理、ランドリー及び暖房に使用する程

度となり、水管式パッケージボイラー（2基）から

小型還流ボイラー（4基）への変更を実施した。こ

れにより燃料費及び設備維持費の削減が図れた。 

② 制御用圧縮空気設備 

制御用空気設備は、施設の安全を確保する上で

必要不可欠であり、今後も廃止措置完了まで使用

する設備である。 

当該設備は設置後約45年が経過したことから高

経年化対策として2018年（平成30年）3月にスクリ

ュー式の空気圧縮機と脱湿装置を設置し、点検コ

ストの削減を図った。 

③ 屋内給湯設備 

屋内給湯設備は、管理区域内の脱衣所のシャワ

ー、手洗いに温水を供給する設備である。この設

備は、運転中の定期点検等を考慮し、大型の設備

としたが、廃止措置移行後の使用量は減少したこ

とから、使用量に見合う温水を供給できるよう、

家庭用の電気温水器に変更し、設備縮小と維持費

の削減を図った。 

④ 航路標識塔 

航路標識塔は、ふげんの取水端に設置され、船

舶への標識である。この標識塔が経年劣化したこ

とから、補修費等を検討し、灯浮標（ブイ）への

更新を行い、維持費の削減を図った。 

 

(7) 設備の合理化 

ふげん廃止措置においては、2003年（平成15年）

の運転停止以降、466体の使用済燃料を使用済燃料

貯蔵プールにおいて冷却しており、約16年が経過

した。これにより使用済燃料が十分に冷却されて

いることを確認し、プール水冷却機能を停止する

など、設備の合理化を目的とした廃止措置計画の

変更認可申請を2019年（平成31年）3月26日に行い、

同年7月22日に認可を受けている。以下に認可を受

けた合理化の概要を示す。（Fig.22） 

① 使用済燃料冷却設備等に関する合理化 

前述したとおり、ふげんでは使用済燃料貯蔵プ

ールに466体の使用済燃料を保管しており、その冷

却にはプール水冷却浄化系を、また、その後備冷

却には余熱除去系を維持管理していた。また、こ

れら設備への電源供給には、常用電源として

275kV敦賀線（2系統）を、非常時電源としてB－非
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常用ディーゼル発電機、77kv立石線（1系統）の計

4系統で構成していたことから、以下の設備縮小・

合理化を図る。 

a.プール水の冷却機能及び余熱除去系(後備冷却

機能)の除外 

プール水冷却機能を停止した場合にも、設置許

可申請書記載値である52℃を超えないことが明ら

かと評価できたため。 

 

 

 

Fig.22 Schematic of operation equipment of FUGEN 
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b. 非常用電源設備の維持機能の除外 

非常用ディーゼル発電機は、上述のa.により余

熱除去系設備の維持管理が不要になったことによ

り、非常用電源設備として維持管理する必要はな

くなった。 

また、経年劣化による故障リスクを低減し設備

更新に併せ、施設の安全確保のために適切な容量

の予備電源設備に変更する。 

② 所内電気設備の合理化 

廃止措置を進める過程で、所内電源負荷は減少

する。これに合わせ、運転段階より供用してきた

275kV系敦賀線からの受電から、所内電源負荷を

十分に確保できる77kV立石線への受電系統へと

切替える。 

受電系統の切替えにあたっては、77kV開閉所設

備を更新し、高経年化対策を図るとともに、商用

電源喪失時においても適切な容量の電源確保がで

きるよう、小型ディーゼル発電機を新たに設置し、

安全確保を行うとともに、275kV系敦賀線からの

受電は不要となるため、開閉所設備や変圧器等の

供用終了措置を実施する予定である。 

③ 原子炉補機冷却系の冷却負荷分散による小型

化 

原子炉補機冷却系は、廃止措置移行後、A系・B

系の2系統からB系の1系統を使用する運用に変更

してきたが、各設備の熱負荷は小さく、オーバー

スペックの状態で系統の運転を継続しており、設

備ごとに冷却できるよう分散化と小型化を同時に

図ることとした。このため、廃止措置終盤まで運

用する必要のある廃棄物処理設備や換気設備等へ

の冷却水の供給は、小型代替冷却設備をそれぞれ

の設備に設置することとした。これにより原子炉

補機冷却系の冷却ポンプや熱交換器の供用を終了

し、解体へ移行できるだけでなく、系統が保有す

る大量の冷却水の漏えいリスクを回避することに

もつながり、安全に廃止措置作業を進めることが

可能となる。 

4. もんじゅ廃止措置の取組み状況 

4.1 燃料体取出しの実施状況 

「もんじゅ」は、廃止措置を4段階に分けて段階

的に進め、2047年度（令和29年度）までに完了す

る計画としている。第1段階においては、原子炉容

器等のナトリウム中からの燃料体取出しを計画

し、ナトリウムで満たされた原子炉容器から燃料

を一時的に貯蔵する設備の炉外燃料貯蔵槽（以下、

「EVST」という。）への移送（燃料体の取出し作

業）、EVSTから水で満たされた燃料池への移送（燃

料体の処理作業）を繰り返し、当初原子炉容器内

にあった370体及びEVSTにあった160体の燃料体

の計530体全てを2022年度（令和4年度）に燃料池

へ移送し終えるよう進めている。Fig.23に燃料体取

出し経路を、Fig.24に第1段階における燃料体取出

し作業工程を示す。 

2018年（平成30年）8月に燃料体取出し作業を開

始し、2021年（令和3年）7月までに原子炉容器か

ら370体のうち246体の使用済燃料を取出し、廃止

措置移行前からEVSTに貯蔵していた160体の使用

済燃料を合わせ406体の使用済燃料を燃料池へ移

送した。 

特に2018年（平成30年）8月に開始した燃料体の

処理作業において、燃料出入機のグリッパのトル

クが上昇し、工程遅延が発生した。原因は燃料出

入機グリッパが燃料洗浄槽にて湿分と接する環境

に置かれたことで、水酸化物が生成され、グリッ

パトルクが上昇しているものと想定された。この

ため、ナトリウム工学研究施設にて、雰囲気湿度

とナトリウム化合物付着量の関係についてデータ

を取得し、燃料洗浄槽にて許容される露点の目標

値を設定。露点改善のためにヒータの追加設置等

の除湿対策を実施した。この結果、2019年度（令

和2年度）から2020年度（令和3年度）にかけて実

施した燃料体の処理作業では、当初に計画130体を

超えて174体を処理できた8）。 

また、当初設計の設備を用いた燃料体の取出し

作業では、原子炉容器から燃料体を取り出した後

に同形状の模擬燃料体を装荷してきたが、模擬燃

料体の挿入異常の発生リスク排除と将来の放射性

廃棄物の発生低減等の観点から、2022年度（令和

4年度）からの原子炉容器に残る124体の取出しに

おいては、Fig.25に示すとおり一部の模擬燃料体

（124体）を装荷しない「部分装荷」を行うことと

した。「部分装荷」で燃料体は水平方向の六角形の

うち3点で他の燃料体と隣接することになるが、も

んじゅは運転履歴が非常に短く照射や熱クリープ

による燃料体の変形が殆どないこと、地震時にお
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いても燃料体の浮き上がりや飛び出しが生じ得な

いこと、燃料体を支持している箇所のクリアラン

スによる燃料体頂部の傾斜は既設の燃料交換装置

の設計想定範囲内であることから、2020年（令和

2年）6月の廃止措置計画変更認可において、「部分

装荷」の安全性が確認されている。当原稿執筆の

2022年（令和4年）3月末時点では、2022年度（令

和4年度）の燃料体取出し完了に向けた作業を開始

したところである。 

 

 

Fig.23 Outline of fuel unloading operation 

  

  

Fig.24 Fuel unloading schedule in the 1st stage of D&D 

  

 

Fig.25 Layout map of dummy fuel assemblies（Neutron shielding omitted） 

 

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

燃料体の処理（530体）
炉外燃料貯蔵槽→燃料池

燃料体の取出し（370体）
原子炉容器→炉外燃料貯蔵槽

定期設備点検

2018年度

174体(済) 146体（済） 124体100体→86体
（済）

2018.8 2019.1 2020.6

燃料体取出し作業完了
2022.12

2019.9

2019.11

2021.1

2021.3

2022.4

2022.6

100体（済）
124体
（部分装荷）146体（済）
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4.2 2次系ナトリウムの抜取り 

もんじゅは炉心の崩壊熱除去のため、ナトリウ

ムによる冷却システムを有し、1次系、2次系で構

成されている。廃止措置開始時点で、炉心の崩壊

熱は保守的に想定しても30kWであり、冷却の必要

はない。また、燃料体の取出し作業上、原子炉容

器液位を確保する観点から1次系は必要だが、2次

系は必要性がない。よって2次系はナトリウム漏え

いの発生リスクを抑えるためにもタンクにドレン

し、貯蔵・固化しておくことが望ましい。但し、

既設のタンクは系統内すべてのナトリウムを貯蔵

する容量はないため、一時保管用のタンクを追加

設置し、2018年12月に2次系のナトリウムを抜取

り、貯蔵・固化した。（Fig.26） 

  

  

Fig.26 Layout map of sodium at the secondary system and temporary storage tank  

  

4.3 もんじゅ廃止措置の特徴 

(1) ナトリウム機器解体の特徴 

もんじゅの廃止措置は、国内初のナトリウム冷

却高速炉の解体である。放射性物質を内包した原

子炉施設の解体の側面だけでなく、大型ナトリウ

ム機器の解体の側面を持つ事が大きな特徴であ

る。ナトリウム冷却系の設備概要をFig.27に示す。

ナトリウム機器の解体では、機器の開放時に化学

的に活性なナトリウムのリスク（空気や水との反

応による火災、放射性ナトリウムエアロゾルによ

る人体への化学的影響と内部被ばく）を防止する

必要がある。このため、機器の解体の前段階でナ

トリウムの抜取り、抜出後の機器内に残留するナ

トリウムの回収及び安定化、機器解体後のナトリ

ウム洗浄など、軽水炉の廃止措置には無い多くの

作業ステップそして必要な技術開発、設備整備が

必要である。 

一方、もんじゅは、運転期間が短く、停止後の

冷却期間が長かった。また、燃料破損の経験はな

い。このため、プラント内に存在する現状の放射

性物質量は放射化したナトリウムを含めて少な

く、また、高速実験炉「常陽」やナトリウム試験

施設の運転経験、設計時の想定より放射性物質の

 

 

Fig.27 Outline of sodium cooling system  
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循環ポンプ
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所在範囲は推定可能と考えている。これもまた、

もんじゅの特徴であり、施設が内包するリスクが

低いというメリットを十分に活かしていくべきと

考えている。 

これらの特徴を踏まえ、もんじゅでは、施設が

内包するリスク源、すなわち放射性物質とナトリ

ウムを段階的に廃止措置計画上の期限までに取除

き、リスクの所在や状態に応じて作業を安全、確

実に行うためのマスタープランを策定している。

具体的には、準備を含めたナトリウム機器解体に

関係する諸作業を事前に洗い出し、準備のための

リードタイムを含めた諸作業どうしの関連を合理

的に組合せ、最適化を狙い準備・実施の進捗に応

じて見直すこととしている。 

 

(2) ナトリウム機器解体の進め方と廃止措置全

体像 

前述のとおり、大型ナトリウム機器解体は国内

初の試みである。したがって、内包する放射性物

質が少ないとはいえ、安全かつ確実に進めるため

技術開発と並行して難易度の低いものから高いも

のへ、解体方法、手順、安全管理等の知見・経験

を反映しながら、Fig.28に示した順序でナトリウム

機器解体を進める。 

その上で、ナトリウムの抜取り、抜出、搬出ま

での方法、各系統設備の解体順序・解体方法、解

体撤去物の取扱い方法、放射性廃棄物の処理、保

管等を考慮して一連の検討を行い、Fig.29に示すと

おりナトリウム機器解体を軸とした廃止措置の全

体像を策定した。さらに、第3段階（廃止措置期間

Ⅰ）移行時に速やかにナトリウム機器の解体に着

手できるよう第2段階（解体準備期間）中に完了す

べき条件を以下のとおり設定した。 

 

＜第2段階の完了条件＞ 

(a) バルクナトリウムの搬出 

(b) ナトリウム設備の解体着手準備完了 

(c) 解体着手前に実施すべき放射性廃棄物等に関

する準備完了 

(d) 解体に向けた施設運用の最適化 

なお、核燃料物質の輸送、譲渡しに関しては、

作業時間を要するナトリウム設備の解体作業とほ

ぼ独立して実施することが可能であることから、

第2段階に着手するまでに検討の上、廃止措置計画

に反映する。

 

Fig.28 Dismantling approach for sodium components 
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Fig.29 Road map for Monju Decommissioning & Dismantling plans 

 

4.4 廃止措置第2段階の主要作業 

(1) 第2段階の完了条件を満足するために必要な

主要作業 

Fig.29に示したもんじゅ廃止措置の全体像と第2

段階の解体準備期間の完了条件を満足するために

必要な主要作業を以下に述べる。 

(a) バルクナトリウムの搬出 

バルクナトリウムとは、通常の移送操作により

系統設備からの抜出が可能なナトリウムであり、

専用の治具によって取り出す必要のあるタンク底

部等の残留ナトリウム等は含まないものと定義し

ている。施設が多量のナトリウムを保有するリス

クを第2段階期間中に取除き、第3段階に速やかに

移行できるよう、以下の作業を終え当該条件を満

足させる。 

a) 放射性バルクナトリウムの搬出作業 

放射性バルクナトリウムの搬出には、ナトリウ

ム設備を用いる必要のある作業（燃料交換設備を

用いるしゃへい体等取出し作業等）を完了した後、

バルクナトリウムを既設タンク等に抜取り・保管

し、新設する抜出設備等を用いて、輸送用タンク

に移送（抜出）し、輸送用タンクを施設外へ搬出

する。 

b) 非放射性バルクナトリウムの搬出作業 

非放射性ナトリウムは、既設および一時保管タ

ンク内に固化保管中であるが、新設する抜出設備

等を用いて、輸送用タンクに移送し、輸送用タン

クを施設外へ搬出する。 

なお、通常の操作により抜き出せない残留ナト

リウムについても第2段階中に専用の治具によっ

て回収し、搬出可能なバルクナトリウムに含める

ことを検討している。 

また、ナトリウムの処理・処分については、も

んじゅからのナトリウム搬出可能時期に受入れる
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ことが可能であること、ナトリウムを有効利用で

きることを前提として既に英国での事業成立の見

通しを得ている。 

(b) ナトリウム設備の解体着手準備完了 

もんじゅ廃止措置では、第3段階（廃止措置期間

Ⅰ）移行時に速やかにナトリウム機器の解体に着

手することが重要である。 

一方、4.3(1)で述べたとおり、ナトリウム設備の

解体には、抜取り、抜出し後の機器内に残留する

ナトリウムの回収及び安定化、機器解体撤去・切

断、ナトリウム洗浄6)、除染等の多くの作業が必要

となる。また、4.3(2)で述べたとおり安全かつ確実

に作業を進めるため技術開発と並行して難易度の

低いものから高いものへ、解体方法、手順、安全

管理等の知見・経験を反映しながらナトリウム機

器解体を進める必要がある。 

このため、以下の作業を完了または継続し当該

条件を満足させる。 

a) しゃへい体等の取出し完了 

第3段階での原子炉容器本体の解体対象物を出

来るだけ減らし炉心支持構造物とエントランスノ

ズルの狭隘部などのナトリウムの残存を極力低減

し、炉内永久構造物解体着手までのリードタイム

を確保するため、炉心からの中性子やガンマ線を

しゃへいし、周囲の構造体を保護する目的で使用

し、現在も炉容器内に残存するしゃへい体等の炉

心構成要素等を先んじて取出しておく必要があ

る。このため、既存の燃料交換設備を利用できる

第2段階期間中にしゃへい体等の取出し完了を目

指す。 

b) 解体技術基盤7) 

大型ナトリウム機器の解体は国内初の試みであ

り、安全かつ確実に作業を進めるため残留ナトリ

ウムの安定化、機器・配管の切断等の解体に必要

な技術等の選定、解体工事のガイドライン作成、

その妥当性確認・実証が必要である。 

一方、4.3(2)で述べたとおり、経験が少ないゆえ、

難易度に応じて解体対象を段階的に上げながら解

体方法、手順、安全管理等の知見・経験を反映し

ていく方針である。具体的には、非放射性ナトリ

ウム設備、放射性ナトリウム設備及び特殊設備（原

子炉容器、コールドトラップ等）の順に、採用し

た解体技術の妥当性確認・実証を行い、第2段階及

び第3段階を通じて継続的に技術基盤整備を進め

次対象の解体着手までに必要な個別完了条件を設

定し、その到達状況を確認していく。 

第2段階では、非放射性ナトリウム設備の解体着

手に必要な技術基盤整備と放射性ナトリウム設備

及び特殊設備の概略技術基盤整備計画を定める。

非放射性ナトリウム設備の解体着手に必要な技術

基盤整備では、小規模かつ構造がシンプルな2次メ

ンテナンス冷却系等の解体を通じ、解体技術の選

択肢の妥当性確認、技術実証の基盤を構築する。 

c) 解体撤去物の搬送、切断、洗浄、保管等に必要

な経路、設備の準備 

もんじゅ廃止措置の第2段階ではナトリウムの

搬出とその準備、水・蒸気系設備の解体撤去、更

に第3段階の準備が錯綜する。また、第3段階では、

非放射性・放射性ナトリウム機器解体と解体撤去

物の搬送、切断、洗浄の動線を重ねることなく効

率的に進める必要がある。このため、3.2(2)で述べ

たふげんの物流管理と同じ考え方を適用し、解体

物の搬送、切断、洗浄、除染作業およびその作業

に必要な養生工事、工程管理を行うための保管な

ど、必要な経路、設備の準備を、工事の進展に応

じて継続的に進める。 

第2段階では、大型の非放射性ナトリウム設備の

撤去後の解体場所と移送ルートの確保（水・蒸気

系等発電設備の解体撤去を含む）、付着ナトリウム

処理等の解体後処理に関する準備を行うとともに

放射性ナトリウム設備の解体撤去物に係る保管・

物流方策、処理設備の導入に関する準備を完了す

る。これらを合理的に行えるように事前に机上で

解体撤去物の干渉等がないことを確認できるよ

う、もんじゅ施設をVR（Virtual Reality）化するた

めに、Fig.30、Fig.31に示すように点群データを取

得している。 

d) 放射性ナトリウム設備の解体計画の前提とす

る汚染分布の確認 

もんじゅにおいても、ふげん同様に放射性廃棄

物の区分計画、作業安全管理のため汚染分布の評

価を行っている。第3段階に予定している放射性ナ

トリウム設備の解体の作業に向け放射性物質の

量、性状の計算評価を既に進めているところであ

るが、試料採取・分析計画を含めその妥当性の確

認を第2段階ないしは第3段階の放射性ナトリウム
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機器解体までに完了する。 

 

Fig.30 Work scene of point cloud data 

measurement with 3D laser scanner 

 

 

 
Fig.31 Example of digital twin using point  

cloud data 

 

(c) 解体着手前に実施すべき放射性廃棄物等に関

する準備完了 

原子炉施設の運転段階では、運転と保守といっ

た既知の作業によって予測可能な量や性状の放射

性廃棄物が発生し、それに応じた機能・性能を持

つ廃棄物処理設備を用いる。一方、廃止措置段階

では、機器・設備の除染、解体、洗浄といった運

転段階には無い作業を行うこと、放射性廃棄物の

量や性状は作業の対象物や方法、スケジュールに

よって多様であること、機器・設備内部の状態が

必ずしも当初計画どおりではない可能性があるこ

とから、廃棄物処理設備の機能・性能を含めて慎

重に計画しつつ廃止措置の進捗に応じ必要に応じ

て管理方法を見直していく。 

第2段階では、その後段に控える放射性ナトリウ

ム設備の除染・解体・洗浄の方法等を想定し、解

体撤去物の一時保管・搬送、作業に伴う二次廃棄

物の有無、放射性廃棄物の一時貯槽・処理の観点

で放射性廃棄物管理フローを明確にするとともに

必要な機能・設備要件を整理する等、実作業前に

完了すべき準備を完了する。 

(d) 解体に向けた施設運用の最適化 

廃止措置の進展に応じて施設が内包するリスク

とその管理方法は変化し、安全確保のために要求

される機器・設備の機能・性能も変化する。機器・

設備の機能・性能を廃止措置と整合させ、段階的

に施設運用の最適化を図る。 

a) プラント内の放射性物質の量、性状等の確認 

第3段階の想定工事に応じた機器・設備の機能・

性能要求とそれに応じた諸設備運用・維持・改造

立案の前提とする放射性物質の量、性状の現状評

価と不確かさを確認する。 

b) 第3段階のプラント状態に応じた諸設備運用・

維持・改造計画 

第3段階で速やかに諸設備運用・維持・改造に着

手できるよう、その事前準備として前項a)に基づ

き諸設備運用・維持・改造計画策定を完了する。 

 

(2) 第2段階を安全、確実かつ速やかに行うための

方策 

第2段階では4.4(1)で述べたとおりの多岐にわた

る作業と第2段階期間中の施設安全確保のための

設備点検・検査等が、工程上、要員上の競合関係

にあり、第2段階の主要な作業であるナトリウムリ

スク低減と施設の安全性、工程確実性を両立でき

るようにしなければならない。 

このため、将来の資源配分を最適化すべく、し

ゃへい体等取出し作業後、ナトリウム搬出作業に

応じた体制変更・整備を挟み非放射性ナトリウム

搬出作業、放射性ナトリウム搬出作業を順に進め

ていくことを第2段階のクリティカルパスとし、そ

のバックグラウンドで他の第2段階作業と設備点

検・検査等を同時に行い得るよう工夫することと

した。 

具体的には、原子炉容器のナトリウム液位を

NsL（通常レベル）からSsL（システムレベル）ま

で低下させた状態でしゃへい体等取出し作業を行

う。そのメリットは、放射性液体ナトリウムを保

有する系統のうち、原子炉容器を除く1次主冷却

系、オーバフロー系、純化系及び充填ドレン系の
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運用を停止でき、設備点検・検査に要する期間、

要員等を他の作業に振り分けられることである。

また、第1段階からしゃへい体等取出し作業に応じ

た体制整備、SsLへの移行、SsL環境下でのしゃへ

い体等取出し作業の確実性確認を開始する。これ

らの工夫によって、ナトリウム漏洩リスクを早期

に低減したうえで、第2段階でのしゃへい体等取出

し作業を迅速化し速やかにナトリウム搬出作業に

着手する事が可能となる。 

また、4.4(1)(d)同様に性能維持施設の考え方を

第2段階のプラント状態に応じて再整理して設備

点検・検査等の設備保全作業の合理化を図り、第

2段階の完了条件を満足するために必要な主要作

業と設備保全作業をより効果的に推進できるよう

に努める。 

4.5 ナトリウム機器解体に向けた技術開発 

4.4(1)(b)b)の解体技術基盤の整備は、ナトリウム

冷却高速炉固有の事項であり、様々な技術評価・

選択、実証が必要である。一方、大型ナトリウム

機器の解体は国内初の試みであるため、4.3(2)で述

べた通り知見・経験を積みながら具体的な解体方

法、手順、安全管理等を確定していく方針である。 

特に、4.4(1)(a)のバルクナトリウムを系統設備か

ら抜取り、抜出した後、機器・設備の構造上、系

統設備内に一部のナトリウムが残留するため、第

3段階の実機の機器・設備解体に先んじて早期より

機器開放時のナトリウムのリスク顕在化の防止・

抑制、作業安全の確保の選択肢を準備し判断して

いくことがきわめて重要である。このため、Fig.32

に示すナトリウム機器解体のプロセスを想定し、

残留低減化の判断（回収の要否・可否判断）、安定

化方法の選択（残留ナトリウムの状態・量に応じ

た安定化処理方法の選択）、洗浄方法の選択（解体

撤去物の洗浄廃液の性状・量の評価）、切断位置・

方法の選択（解体工法・治具や開放時の安全対策

の選択）を行うこととした。その上で、これらの

判断・選択に必要な評価・技術開発として、初期

残留ナトリウム量等の評価、機器・設備内の残留

ナトリウムの確認、残留ナトリウム量の低減、残

留ナトリウム安定化処理を行っている。

 

 

Fig.32 Monju sodium components dismantling flow chart(under consideration) 
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(1) 残留ナトリウム確認・予測（初期残留ナトリ

ウム量等の評価） 

雰囲気との接触面積、深さを含む初期残留ナト

リウムの状態と量は、選択・判断の起点となる重

要な指標である。 

そのため、配管や機器内部に初期に残るナトリ

ウムの状態と量を機器の配置、構造や運転履歴等

から評価している。代表的な残留ナトリウムの位

置、状態には、大型のタンク底部に薄く広く残る

もの、丸底形状の原子炉容器底部で抜取り可能な

配管より下に残るもの、原子炉容器ナトリウム液

面に設けられたポケット状の構造に残るもの、傾

斜のある配管と弁構造の組合せにより配管内に残

るものが挙げられる。 

 

(2) 内部確認（実機の機器・設備内の残留ナトリ

ウム量等の確認） 

ナトリウム冷却高速炉のナトリウム機器・設備

は、不純物の生成や火災等の発生防止のため基本

的に閉鎖系で構成し容易に内部へアクセスできな

いよう設置されている。したがって、既存の状態

で機器・設備を開放して初期残留ナトリウム量等

を直接目視で確認することはできない。また、次

項(3)で述べる回収後残留ナトリウム量等は回収

量より推定できるものの、それでもなお機器・設

備内に残るナトリウムの状態・量も直接目視で確

認することはできず、その後の安定化処理方法の

選択を誤った場合、機器・設備の解体時にナトリ

ウムリスクを顕在化する恐れがある。 

このため、配管や機器、特に(3)の回収や機器・

設備解体の作業安全への影響が大きいと考えられ

る箇所を中心に、ファイバースコープを用いた内

部観察9)や放射線透過撮影による機器・設備外部か

らの観察等により内部の残留ナトリウムの状態や

量を確認し、回収の要否・可否判断、その後の種々

の選択の確実性を高めるための情報を得る。その

ための装置検討を進めている。(Fig.33) 

 

(3) 残留低減化（初期残留ナトリウムからの更な

るナトリウム回収） 

バルクナトリウムの抜取り・抜出しによって多

量にナトリウムを保有するリスクを大幅に低減で

きるものの、初期残留ナトリウムが比較的多いあ

るいは作業安全確保のための十分な安定化処理に

不確かさがある場合も考えられる。 

このため、機器・設備の構造、初期残留ナトリ

ウムの状態・量、機器・設備内部へのアクセス性

等から初期残留ナトリウムから更にナトリウムを

回収する方法を検討している。代表的な回収方法

には、ノズルの口や配置を工夫し大型タンク底部

の初期残留ナトリウムを圧力差で吸上げる方法、

初期残留ナトリウムを湛える構造物の壁面を穿孔

し重力で抜出す方法などが挙げられる。 

 

(4) 安定化方法選択（初期・回収後残留ナトリウ

ムの化学処理方法の選択肢評価） 

アルカリ金属のナトリウムは化学的に活性であ

り、空気中の酸素、二酸化炭素、湿分等と容易に

反応する。閉鎖系の機器・設備内に金属ナトリウ

ムを残留させたまま機器・設備を開放した場合、

火災や放射性ナトリウムエアロゾルによる人体へ

の化学的影響と内部被ばくの恐れがあるため、海

外のナトリウム冷却高速炉の廃止措置同様、機器・

設備解体前、最終的に残留するナトリウムを安定

な化合物に転換し（安定化処理）、上記の作業リス

クの顕在化を防止する。 

海外ナトリウム冷却高速炉の廃止措置では、既

にいくつかの安定化処理方法が開発・使用されて

きた。炭酸ガスと湿分を供給する炭酸化法、窒素

ガスと湿分を供給するWVN法、窒素ガスと過熱蒸

気を供給するSHS法、が代表的である。一方、反応

環境条件、反応の速度・程度、反応生成物は安定

化処理方法の選択肢で異なっている。また、既設

機器・設備内に設計想定外の物質を入れるため、

化学反応に伴う温度・圧力変化にも注意する必要

 

Fig.33 Example of radioactive ray  

transmission photography 
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がある。 

このため、安定化処理方法の選択肢の長所・短

所を踏まえ、対象機器・設備に適用した場合の影

響を評価し、機器や系統に応じた適切な方法を選

択する予定である。(Fig.34) 

5. おわりに 

「ふげん」では、引き続き、解体撤去作業や解

体物の処理、クリアランスを安全かつ着実に進め

るとともに、放射能レベルが高い複雑な構造の原

子炉本体の解体に向けて慎重に準備を進めていく

予定である。 

「もんじゅ」では、燃料体取出し作業を計画通

りに完了させるとともに、引き続き開始する国内

初のナトリウム冷却高速炉のナトリウム機器解体

準備を主とした第2段階に移行する予定である。 

「ふげん」及び「もんじゅ」の廃止措置を進め

るに当たっては、炉型や使用された冷却材、運転

履歴など異なる点は多いものの、同じ敦賀地区に

おいて廃止措置を並行して進めるという特徴を活

かし、解体が先行する「ふげん」の知見や成果を

「もんじゅ」の廃止措置に反映し、安全の確保や

効率的な廃止措置の推進に努めている。また、互

いに情報を共有するだけでなく人員を相互に動員

して協業することにより更なるシナジー効果を考

慮した廃止措置活動に取り組んでいる。 

これらの廃止措置については、関係機関とも協

力して効果的に進めるとともに、工事・作業を安

全に行うだけでなく、得られる知見やデータを将

来に繋げていけるよう、データベース化及び技術

体系の構築等に取り組むとともに、情報の発信、

普及に努めていく。 

 

 

 

Fig.34 Stabilization method for residual sodium 
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など･･･



原子力事業本部
〒���－���� 東京都文京区湯島������ 千代田御茶の水ビル

http://www.c-technol.co.jp 
e-mail: ctc-master@c-technol.co.jp／tel：03-3816-5921

廃止措置工事で必要な防護資機材を提供し、
有効な測定装置を提案致します･･･

・作業者用防護資機材（個人線量計、防護服、各種マスク･･･）
・可搬型β線／α線識別式連続ダストモニタ（ｉＣＡＭ）
・廃棄物容器（角型密閉容器 密閉性能：20kPa以上）

など･･･

『社会基盤の礎』を担う環境プロフェッショナル

※放射性セシウム（廃棄物、⼟壌）、重⾦属、VOC（環境⽔）、ダイオキシン類（廃棄物、⼟壌、環境⽔）

本社︓〒193-0832 東京都⼋王⼦市散⽥町 3-7-23
TEL (042)673-0500（代） FAX (042)667-6789

営業ご案内︓(03)6206-4321 
https://www.kankyo-kanri.co.jp/ 

㍿環境管理センター（ISO/IEC 17025 認定事業所※）

放放射射能能分分析析ををははじじめめ、、環環境境にに関関すするる問問題題何何ででももごご相相談談下下ささいい！！  

調査・分析から研究開発、アフターフォローまでお客様の様々な環境課題にお応えします

FHIC 外観 

《商品⼀覧》 
◆調査・分析 アスベスト/⼟壌・⼤気環境・排⽔・⽔質・臭気調査/ダイオキシン類/PCB/作業環境測定 

放射性核種分析（Cs-137, I-131, Sr-90, H-3 等） 
◆コンサルティング 環境アセスメント/⽣活環境影響調査/悪臭対策/⼟壌汚染対策
◆試験・研究 放射能に関する受託試験（受託実績多数あり）/レアメタル分析/異物分析 

《トピック》
◆富岡町で放射能分析開始しました︕ ふくしま浜通りイノベーションセンター（FHIC) 

◆トリチウム分析を開始しました︕（電解濃縮による環境レベルの分析も可能です）



原子力関連施設の安全性評価のための解析業務に豊富な実績があります 

株式会社ヴィジブルインフォメーションセンター 
〒319-1112 茨城県那珂郡東海村村松440 
電話 029-282-1654 FAX 029-282-8788 e-mail call@vic.co.jp ht t p: //www. v i c. co. j p/  

2次元物質移行解析結果例 

 

1次元核種移行解析結果例 

 原子力関連施設の安全性評価では、放射性物質発生量の計算から、人の被ばく線量計算にいた
るまで、様々な解析手法を駆使する必要があります。V.I.C.は、関係省庁や各研究機関と協力
し、一連の解析手法に関連する技術・知見を積み上げてきています。 

● 廃棄物中の放射能量の計算（燃焼計算、放射化計算）－ORIGEN2 
● 放射線輸送計算、遮へい計算－QAD、MCNP、PHITS  
● 埋設処分施設の安全評価（地下水流動解析、核種移行解析、線量評価） 
－3DSEEP、Dtransu、TOUGH2、GSA-GCL、GSRW  

● 臨界計算-MVP、SRAC、DANTSYS、SMORES、OPT-TWO、OPT-DANT、AGNES、AGNES-P  

株式会社 ヴィジブル インフォメーション センター 
〒319-1112 茨城県那珂郡東海村村松440 
電話 029-282-1654 FAX 029-282-8788 e-mail call@vic.co.jp 

http://www.vic.co.jp/ 

Microsoft、Windows は、米国 Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登録商標または商標です。 その他、記載されている会社名、製品名は、各社の登録商標または商標です。  

■納入実績 

 国 際 放 射 線 防 護 委 員 会 (ICRP)1990 年 勧 告
（Publication 60）対応版としてしゃへい物に係わる限度
等、使用施設等に係る基準となる量として新たに定義され
た実効線量Ｅを算出する計算コードをサポートする総合計
算システムです。 
 充実したユーティリティプログラムや Windows環境での
データハンドリングの快適な操作性がしゃへい設計作業の
効率化に役立つこととなるでしょう。 

国際放射線防護委員会（ICRP）1990年勧告
（Publication 60）対応 

γ線しゃへい計算システム 

点 減 衰 核 法 に よ る γ線 簡 易 
し ゃ へ い 設 計 コ ー ド の 
運 用 環 境 を 提 供 致 し ま す 。 

● 日本原子力研究開発機構 
原子力科学研究所 

● 日本原子力研究所 東海研究所 
● 日本原子力研究所 大洗研究所 
● 核燃料サイクル開発機構 

大洗工学センター 
● 核物質管理センター 
● 京都大学原子炉実験所 
● 東京電力柏崎刈羽原子力発電所 
● 日本アイソトープ協会 
● 日揮 

● 清水建設 
● 大成建設 
● 大林組 
● 日立エンジニアリング 
● ﾆｭｰｸﾘｱ・ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ 
● 放射線医学総合研究所 
● 海上技術安全研究所 
● 高エネルギー加速器研究機構 
● 電力中央研究所 

順不同、敬称略、法人格名略 

価格(税込 )1ライセンス：500,000円 動作環境：Microsoft Windows 7/8/8.1/10 

γShielder 価格・動作環境 

■概要 

Windows 10 対応版を販売しています。 
旧バージョンからのアップグレード特別価格：99,360円（税込） 

原子力関連施設の安全性評価のための解析業務に豊富な実績があります 

 原子力関連施設の安全性評価では、放射性物質発生量の計算から、人の被ばく線量計
算にいたるまで、様々な解析手法を駆使する必要があります。V.I.C.は、関係省庁や各研究機
関と協力し、一連の解析手法に関連する技術・知見を積み上げてきています。 
 

● 廃棄物中の放射能量の計算（燃焼計算、放射化計算）－ORIGEN2 
● 放射線輸送計算、遮へい計算－QAD、MCNP、PHITS  
● 埋設処分施設の安全評価（地下水流動解析、核種移行解析、線量評価） 

－3DSEEP、Dtransu、TOUGH2、GSA-GCL、GSRW  

2次元物質移行解析結果例 

 

1次元核種移行解析結果例 
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